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89巻 6号、90巻 1号、90巻 2・3号）
Ⅳ 改正契約債権法規律における「取引上の社会通念」ルール及び「契約の内容」
ルールの規律構造上の位置づけ




































































































その後、部会資料 61―第 1 規定の配置では、1 債権総則と契約総則という編





































































































































































































































(6)内田貴「民法改正の話し（その 1）改正の思想」民事法務 376号 13頁、15頁。
(7)詳細は、拙稿「私法規律の構造―改正契約債権法の基本的規律構造第一・Ⅲ 1・2」法律

















































（改正民法 121条の 2第 1項）、無効な無償行為で受益者が善意であるとき（改正
民法 121条の 2第 2項）、及び受益者が意思無能力者であるとき（改正民法 121条
の 2第 3項）は「現に利益を受ける限度（現存利益）」として新設規律し、これを
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と、「第 17 6保証人保護の方策の拡充」に別けて提案している。中間試案「第 17
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(11)内田貴「改正民法のはなし（その 4）保証」民事法務 397号 5頁、6頁。
(12)荻野奈緒＝馬場圭太＝斎藤由紀＝山城一真訳「フランス債務法改正オルドナンス（2016
年 2月 10日のオルドナンス台 31号）による民法典の改正」同志社法学 69巻 1号 279頁
以下。
(13)椿寿夫「契約債権関係と主体の移転・変更⑴契約譲渡・契約加入・その他における“総合
的関連”考察」法律論叢 90巻 6号 109頁。
(14)椿・前掲 109頁。
(15)以下は、荻野奈緒＝馬場圭太＝斎藤由紀＝山城一真訳・前掲第二節債権債務を対象とす
る取引（馬場）の訳文による。
(16)もっとも、訳者である馬場への個人的問い合せでは、立法化に際して、フランスでは、「取
引」性は、積極的に論議されているとはいえないとのことである。
（明治大学名誉教授）
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